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１．「財政検証」と厚生労働省モデルの公表





















































2） 本稿のモデルはスプレッドシートと VBA マクロを組み合わせている点で横山（2008）と異なる。
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少ない。また、厚生労働省（2005）は 2002 年 3 月
















　例えば、2000 年改革によって施行された 5% 適
正化に伴う従前額保障の反映がある。本稿では、


















4） 給付改定率は、1994 年改革以降はネット賃金スライドを適用する。2000 年改革以降は、基準年度 (2004 年度まで 65 歳、2005 年度
以降 67 歳 ) 以降の給付改定率に物価スライドのみを適用する。2004 年改革以降は、調整期間内はマクロ経済スライドを適用し、そ






(3) 給付改定率や調整期間 決定する所得代替率 , 厚生年金給付の裁定に必要
な再評価率を推計する . 
(4) (2), (3)を基に年金給付および保険料収入を推計する . 
(5) (2), (4)を基に基礎年金拠出金や国庫負担などの制度間移転を算出する . 
(6) (3), (4), (5)を集計する . 
  























者数 , 保険料納付者数 , 保険料免除者数や標準報酬額が算出される . それらに加
えて , 各種経済指標を利用すれば , 年金給付の裁定額や年金給付 , 国民年金保険
料単価の算定に必要な改定率や再評価率 , 所得代替率が得られる .  
厚生年金保険料は , 標準報酬額に保険料率を乗じて決定され , 厚生年金給付額
は , 被保険者期間の標準報酬 (月 )額に基づいて決定される . 国民年金保険料は , 
定額の保険料を負担し , 基礎年金給付は定額の給付を受ける .したがって , 先に算
出した被保険者数 (保険料納付者数 )および標準報酬 (月 )額に加えて , 再評価率や
年金給付改定率 , 国民年金保険料単価改定率を利用すれば , 毎年度の年金給付額


































































,,,,,, ????  (1)
ここで、E は雇用者数、POP は人口、LFP は労働
力率、EMD は就業率、EME は雇用者比率、t は年
度、a は年齢、s は性別である。人口は、将来分は
国立社会保障人口問題研究所『日本の将来推計人
口（平成 18 年 12 月推計）』を利用した。LFP と



















度以降は , LFPおよび EMDは , 労働政策研究研修機構『労働力需給の推計－労働
力需給モデル (2007 年度 )における将来推計－』を利用した 8. EMEは , 年齢ととも
に低下する傾向にあるために , 厚生労働省 (2009)を踏襲して算出した 9. 
 続いて , 雇用者 正規雇用者と非正規雇用者に分ける . その際 , 「労働力調査」
に基づき , 2005 年度から 2010 年度の雇用者に占める非正規雇用者の割合を算出
し , 2011 年度以降は , 2010 年度の値を用いた . 
 
4.1.2. 被用者年金被保険者数の推計  
被保険者数は , 1999 から 2010 年度は社会保障審議会年金数理部会『公的年金
財政状況報告』 (平成 11-22 年度 )を利用する . 厚生年金 (共済年金 )被保険者数
 MWPI or の将来分は , 正規雇用者に対応する部分と非正規雇用者に対応する部分
を分けて算出した . 



















,,   (2)
ただし , IE は非正規雇用者数 , IEPI ,2 は被用者年金被保険者数のうち , 非正規雇
用者にかかる部分である . IE saIE sa IEPI ,2 ,,2006,2 ,,2006 は , 厚生労働省『パートタイム労働者
総合実態調査』 (2006 年度 )を利用した . 
 正規雇用者分は , 2010 年度まで 被用者年金被保険者数  2PI から IEPI ,2 を控除
して算出した . 2011 年度以降は , (3)式から算出する . 
                                                  
8 ただし , 「労働力人口の推移推計」は 2030 年までの推計となっている . そのた
め , 本稿では 2031 年以降は , 2030 年の労働力率で一定になると仮定する .  
9 各コーホートの毎年度における雇用者比率の変化率が , 過去 5 年間の変化率の























　被保険者数は、1999 年度から 2008 年度は社会
保障審議会年金数理部会『公的年金財政状況報告』
（平成 11 年度から 20 年度）を利用する。厚生年金
























,, ???   (2)





度以降は , LFPおよび EMDは , 労働政策研究研修機構『労働力需給の推計－労働
力需給モデル (2007 年度 )における将来推計－』を利用した 8. EMEは , 年齢ととも
に低下する傾向にあるために , 厚生労働省 (2009)を踏襲して算出した 9. 
 続いて , 雇用者を正規雇用者と非正規雇用者に分ける . その際 , 「労働力調査」
に基づき , 2005 年度から 2010 年度の雇用者に占める非正規雇用者の割合を算出
し , 2011 年度以降は , 2010 年度の値を用いた . 
 
4.1.2. 被用者年金被保険者数の推計  
被保険者数は , 1999 から 2010 年度は社会保障審議会年金数理部会『公的年金
財政状況報告』 (平成 1 -22 年度 )を利用する . 厚生年金 (共済年金 )被保険者数
 MWPI or の将来分は , 正規雇用者に対応する部分と非正規雇用者に対応する部分
を分けて算出した . 



















,,   (2)
ただし , IE は非正規雇用者数 , IEPI ,2 は被用者年金被保険者数のうち , 非正規雇
用者にかかる部分 . IE saIE sa IEPI ,2 ,,2006,2 ,,2006 は , 厚生労働省『パートタイム労働者
総合実態調査』 (2006 年度 )を利用した . 
 正規雇用者分は , 2010 年度までは被用者年金被保険者数  2PI から IEPI ,2 を控除
して算出した . 2011 年度以降は , (3)式から算出する . 
                                                  
8 ただし , 「労働力人口の推移推計」は 2030 年までの推計となっている . そのた
め , 本稿では 2031 年以降は , 2030 年の労働力率で一定になると仮定する .  
9 各コーホートの毎年度における雇用者比率の変化率が , 過去 5 年間の変化率の



































































PIPI ??   (4)
























最後に , それらを厚生年金分と共済組合分に , (4)式によって按分する . 














PIPIPI   (4)
ここで , は厚生年金 , は共済組合である .   2 ,,or ,, satMW sat PIPI は , 厚生労働省  
(2009) の被保険者数基本ケースから得られる値を利用した .  
過去分は , (5)式から算出する . 
















人口は , 総務省統計局『日本の長期時系列』を利用した .   satMW sat POPPI ,,or ,, は , 八
田・小口  (1999) を踏襲し , 1999～2030 年度の総人口に占める被用者年金被保険
者数の割合の指数曲線を基に予測値を算出した . 
 
4.1.3. 国民年金第 1 号被保険者数 , 第 3 号被保険者数  
 第 1 号被保険者数 は , 1999 年度から 2010 年度は『公的年金財政状況報告』












PIPIPOPPI   
(6)
















PIPIPIPOPPI   (7)
 2,1,1, mamama PIPOPPI  および  32,1,1, afafafa PIPIPOPPI  は , 過去分は 1998 年度の値
を , 将来分は 2010 年度の値を利用した .  















































最後に , それらを厚生年金分と共済組合分に , (4)式によって按分する . 














PIPIPI   (4)
ここで , は厚生年金 , は共済組合である .   2 ,,or ,, satMW sat PIPI は , 厚生労働省  
(2009) の被保険者数基本ケースか 得られる値を利用した .  
過去分は , (5)式から算出する . 
















人口は , 総務省統計局『日本の長期時系列』 .   satMW sat POPPI ,or ,, は , 八
田・小口  (1999) を踏襲し , 1999～2030 年度の総人口に占める被用者年金被保険
者数の割合の指数曲線を基に予測値を算出した . 
 
4.1.3. 国民年金第 1 号被保険者数 , 第 3 号被保険者数  
 第 1 号被保険者数 は , 1999 年度から 2010 年度は『公的年金財政状況報告』












PIPIPOPPI   
(6)
















PIPIPIPOPPI   (7)
 2,1,1, mamama PIPOPPI  および  32,1,1, afafafa PIPIPOPPI  は , 過去分は 1998 年度の値
を , 将来分は 2010 年度の値を利用した .  
厚生年金 (共済組合 )にかかる第 3 号被保険者数   MWPI or ,3 は (8)式から算出する . 
、 田・小 口
（1999）を踏襲し、1999 年度から 2030 年度の総人
口に占める被用者年金被保険者数の割合の指数曲
線を基に予測値を算出した。
4.1.3. 国民年金第 1 号被保険者数、第 3 号被保険
者数
　第 1 号被保険者数 PI 1 は、1999 年度から 2008
年度は『公的年金財政状況報告』の値を使用する。
過去分、将来分共に男性 (m) は (6) 式から算出す
る。
















女性 ( f ) は、以下の (7) 式から算出する。





































最後に , それらを厚生年金分と共済組合分に , (4)式によって按分する . 














PIPIPI   (4)
ここで , は厚生年金 , は共済組合である .   2 ,,or ,, satMW sat PIPI は , 厚生労働省  
(2009) の被保険者数基本ケースから得られる値を利用した .  
過去分は , (5)式から算出する . 
















人口は , 総務省統計局『日本の長期時系列』を利用した .   satMW sat POPPI ,,or ,, は , 八
田・小口  (1999) を踏襲し , 1999～2030 年度の総人口に占める被用者年金被保険
者数の割合の指数曲線を基に予測値を算出した . 
 
4.1.3. 国民年金第 1 号被保険者数 , 第 3 号被保険者数  
 第 1 号被保険者数 は , 1999 年度から 2010 年度は『公的年金財政状況報告』












PIPIPOPPI   
(6)
















PIPIPIPOPPI   (7)
 2,1,1, mamama PIPOPPI  および  32,1,1, afafafa PIPIPOPPI  は , 過去分は 1998 年度の値
を , 将来分は 2010 年度の値を利用した .  

























最後に , それらを厚生年金分と共済組合分に , (4)式によって按分する . 














PIPIPI   (4)
こで , は厚生年金 , は共済組合である .   2 ,,or ,, satMW sat PIPI は , 厚生労働省  
(2009) の被保険者数基本ケースから得られる値を利用した .  
過去分は , (5)式から算出する . 
















人口は , 総務省統計局『日本の長期時系列』を利用した .   satMW sat OPPI ,,or ,, は , 八
田・小口  (1 99) を踏襲し , 1 99～2 30 年度の総人口に占める被用者年金被保険
者数の割合の指数曲線を基に予測値を算出した . 
 
4.1.3. 国民年金第 1 号被保険者数 , 第 3 号被保険者数  
 第 1 号被保険者数 は , 1 99 年度から 2 10 年度は『公的年金財政状況報告』












PIPIPOPPI   
(6)
















PIPIPIPOPPI   (7)
 2,1,1, mamama PIOPPI  およ  32,1,1, afafafa PIPIOPPI  は , 過去分は 1998 年度の値
を , 将来分は 2 10 年度の値を利用した .  
厚生年金 (共済組合 )に かる第 3 号被保険者数   MWPI or ,3 は (8)式から算出する . 



























最後に , それらを厚生年金分と共済組合分に , (4)式によって按分する . 














PIPIPI   (4)
ここで , は厚生年金 , は共済組合である .   2 ,,or ,, satMW sat PIPI は , 厚生労働省  
(2009) の被保険者数基本ケースから得られる値を利用した .  
過去分は , (5)式から算出する . 
















人口は , 総務省統計局『日本の長期時系列』を利用した .   satMW sat POPPI ,,or ,, は , 八
田・小口  (1999) を踏襲し , 1999～2030 年度の総人口に占める被用者年金被保険
者数の割合の指数曲線を基に予測値を算出した . 
 
4.1.3. 国民年金第 1 号被保険者数 , 第 3 号被保険者数  
 第 1 号被保険者数 は , 1999 年度から 2010 年度は『公的年金財政状況報告』












PIPIPOPPI   
(6)
















PIPIPIPOPPI   (7)
 2,1,1, mamama PIPOPPI  および  32,1,1, afafafa PIPIPOPPI  は , 過去分は 1998 年度の値
を , 将来分は 2010 年度の値を利用した .  





















PIPOPPI ???   (8)
PI 3a/POPa は、将来分は『公的年金財政状況報告』
（平成 22 年度）より得られる 2010 年度の値を使用





　全額免除者数 (REM F) および一部免除者数
(REM P) は (9) 式から算出する。
　
( ) ( )

















































ここで、RRE F は全額免除率、RRE P は一部免除率






























































sat RNPREMNPP ,,,,, ??   (11)
ここで、OBL は保険料納付義務者、AL は全額納
付、FL は申請全額免除者、ST は学生納付特例、
YO は若年者猶予特例、TH は 4 分の 3 免除、HA は
半額免除、QU は 4 分の 1 免除、RNP F は全額保険
料納付率、RNP P は一部免除者の保険料納付率で
ある。RRE および RNP は (12) 式から算出する。
　





































RRE および α は、厚生労働省（2009）および厚生
労働省『国民年金被保険者実態調査』に基づく。
RNP P は厚生労働省（2009）に従う。RNP F は厚生
労働省『公的年金制度の現状』および厚生労働省





　老齢厚生年金 (PB WO) の支給開始時点の給付額
は、(13) 式から算出する。















Ag ARARBRERPIRWPB   (13)
ここで、A は支給開始年齢、g は出生年度、BR は
給付乗率、ER は再評価率、RW は標準報酬額、AR 
WD は障害年金発生率、AR WS は死亡脱退率である
13）。支給開始降の給付額は、前年度の値から失権
分を控除し、給付改定率を乗じて算出する。


































































金保険法に沿って 25 年とした 14）。




























































　 75.0,, ???? WSAWSAWOAgWSAg ARDRPBPB  (16)
障害厚生年金受給者が死亡した場合は (17) 式から
算出する。

















　老齢基礎年金 (PB BO) の支給開始時点の給付額は
(18) 式から算出する。
　

















































































ここで、UP BO は老齢基礎年金給付単価、HIS は保
険料納付実績、HIS W は保険料納付実績厚生年金
分、HIS W は保険料納付実績共済組合分、HIS N は
保険料納付実績国民年金分、RNS は国庫負担率、
NPP QU は 4 分の 1 免除、NPP HA は半額免除、NPP TH
は 4 分の 3 免除である 17）。






















(PB BS,S) と第 1 子が受給する場合 (PB BS,C) あるいは
寡婦年金 (PB BS,w) があるが、いずれも (20) 式から
算出する。











































































































































































































　最後に、厚生年金にかかる国庫負担 SUB W は (27)
式より算出する。




















































































図 2　推計モデルのパフォーマンス : 厚生労働省 (2009) との比較
15 
 
わが国の公的年金が直面する重要課題の一つである . さらに , 被用者年金一元化
の年金財政への影響を検証するためのモデルの拡張も重要である . 被用者年金一
元化問題は , わが国の公的年金の長年の課題の一つである 20. 
 
図  2 推計モデルのパフォーマンス : 厚生労働省 (2009)との比較  
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2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100
(兆円)
積立金残高
本稿 厚生労働省(2009)  
                                                  
20 2012 年 8 月の法改正で , 従業員規模 500 人以上の企業に関する被用者年金の
適用拡大と , 被用者年金一元化が決定された . 
15 
 
わが国の公的年金が直面する重要課題の一つである . さらに , 被用者年金一元化
の年金財政への影響を検証するためのモデルの拡張も重要である . 被用者年金一
元化問題は , わが国の公的年金の長年の課題の一つである 20. 
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積立金残高
本稿 厚生労働省(2009)  
                                                  
20 2012 年 8 月の法改正で , 従業員規模 500 人以上の企業に関する被用者年金の
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積立金比率
本稿 厚生労働省(2009)  
 
その他では , マクロ計量モデルや世代重複モデルなどの経済モデルと接続する
ことには大いに意味がある . また , 他の社会保険や国 , 地方財政モデルと組み合
わせて大規模な世代会計モデルに発展させることも大いに意味がある . とりわけ , 
世代会計において財政モデルから得られる予測値を用いることは , 制度改革のシ
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